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連載
社会と健康を科学するパブリックヘルス

｢ソシオ・エピデミオロジー（社会疫学）

―その方法論的特徴と実践例について｣

京都大学大学院医学研究科社会健康医学系専攻社会疫学分野 木原 雅子 木原 正博

はじめに

ソシオ・エピデミオロジー socio-epidemiology
（社会疫学）とは，我々が，1999年に研究報告書の
中で初めて用い1)，2000年の社会健康医学系専攻開
設時に分野名に取り入れた用語で，エイズ研究にお

ける我々の経験の中で自然と形成されてきた方法論

的アプローチを表現したものである。本稿では，ソ

シオ・エピデミオロジーの内容とその実例としての

若者を対象とした教育プロジェクトを紹介する。

ソシオ・エピデミオロジー（社会疫学）の形成とそ

の特徴

まず，ソシオ・エピデミオロジーとソーシャル・

エピデミオロジー social epidemiologyとの違いに触
れておきたい。どちらも「社会疫学」という訳語を

当てるしかないが，後者は，2000年に出版された

Berkmanと Kawachiの書籍名に由来するもので2)，

Marmot博士らの健康の社会的規定要因の研究の系
譜に連なる疫学の潮流である3)。`̀ branch of epide-
miology that studies the social distribution and social
determinants of states of health''と定義されているよ
うに2)，social epidemiologyは，健康の社会的規定
要因にフォーカスしたリスクファクター疫学の 1分
野である。

ソシオ・エピデミオロジー（社会疫学）は，これ

に対し，疫学の 1分野ではなく，疫学と社会科学，
量的方法と質的方法にまたがる包括的な方法論的ア

プローチであり，健康や行動を社会文化現象として

エコロジカルに捉え，その理解と変容に役立つあら

ゆる方法論を取り入れようとするプラグマティック

なアプローチである。

はじめに述べたように，ソシオ・エピデミオロ

ジーは，エイズの疫学研究において様々な経験を重

ねる過程で形成されたものである。発がん素因の分

子疫学を専門としていた我々が，エイズ研究に参画

したのは1991年のことであり，その後，国内では，
滞日外国人，風俗営業従事者，男性同性愛者，性感

染症患者，若者，海外では，少数民族，薬物使用

者，人力車夫，若者の行動疫学的研究や予防研究に

次々と取り組んで現在に至っている。エイズ研究を

開始して間もなく，我々は，全く異質の世界に踏み

込んだことに気がつくことになった。エイズ問題は

行動の問題であり，行動は集団によって異なる複雑

な社会文化現象であり，疫学・統計は社会文化を扱

うには限界のあるツールだったからである。行動を

深く理解しかつその変容をもたらすためには，方法

論の拡張が必要であった。最初のチャレンジは，

滞日外国人研究であり，コミュニティレベルでの

介入評価法を模索するうちに，準実験法 quasi-
experimentation4)や非確率的サンプリング（snow-
ball sampling, time-location sampling [TLS])5)を学ぶ
ことになった。準実験法は，非ランダム化比較や前

後比較による実験法で，ケースコントロール研究や

コホート研究に等しいエビデンスを与え得るが，疫

学では長く軽視され，未だに教科書では満足に扱わ

れていない。TLSは，時間と場所を固定するサン
プリング法で，フィールドで高い再現性を実現する

方法である。性行動研究や予防介入研究は2000年前
後から本格化していったが，そのプロセスでは，ま

ず社会調査で用いられる多段階クラスターサンプリ

ングを取り入れて，わが国最初の全国性行動調査を

実施し，次いで質的方法（深層面接，フォーカスグ

ループインタビュー，グランデッドセオリーなどの

質的分析法）を取り入れ6)，ミクストメソッドmix-
ed methodsというアプローチに行き着くことにな
った7)。また行動変容の方法論を模索する過程で，

行動科学8)，コミュニケーション科学，教育理論，

消費者行動理論，ソーシャルマーケティング9)など

を取り入れていった。また，行動変容には社会変容

が必要であるため，科学的データに基づくアドボカ

シー（public health advocacy）も戦略的に取り入れ
た。最近では，メディアや ITを用いた介入に必要
なメディア学やソーシャルネットワークサービスに

関する知識，サンプリングの難しい集団のサンプリ
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ングに役立つ確率比例法10)や RDS法（respondent-
driven sampling法)11)を研究に導入した。ソシオ・

エピデミオロジーは，このような学際性を特徴とす

るアプローチである。

また，研究者と対象者の関係性も当初から問題に

なった。医学的研究に暗黙のうちに潜む「医療関係

者→対象者」という力関係はエイズ研究の世界では

むしろ有害であり，研究者としての自己変革や当事

者 NGOとの共同が必要となった。こうしてエイズ
疫学研究では，厚生労働科学研究としては初めて，

NGOが正式の研究班員として参加することになっ
た。1997年のことである12)。こうした対等な「研究

者―対象者」関係のあり方もソシオ・エピデミオロ

ジーの特徴である。

ソシオ・エピデミオロジーと方法論の系譜

こうしたソシオ・エピデミオロジー（社会疫学）

の形成は，医学的問題である以上に社会文化的問題

であるというエイズ問題の特質に由来する。結果と

して，ソシオ・エピデミオロジーは疫学と社会科

学，量的方法と質的方法を包括するアプローチとな

ったが，これを方法論の歴史の観点から簡略に俯瞰

してみたい。

まず，質的方法と量的方法を統合するというアプ

ローチは，最近でこそ，ミクストメソッドという名

称で普通に語られるようになり，2007年には Jour-
nal of Mixed Methods Researchという専門誌も登
場した。しかし，combined paradigm, multimethod
などという名称で，両者の統合が新しい方法論的立

場として提唱され始めたのは，1990年前後のことに
過ぎない13,14)。それまでは，記号論的・数学的方法

を重んじるウィーン学派の論理実証主義の潮流が科

学の名を独占し，質的方法は，エスノグラフィック

な研究分野で細々と用いられていたに過ぎず，1950
年代に両者の統合を唱えたプラグマティズムも大き

な学問的潮流とはならなかった。準実験法も1950年
代に登場した方法論であるが，統計学を重視する論

理実証主義が支配的な時代では，その現実的利点が

評価されるには至らなかった。

1960年代半ばごろになると，こうした状況に変化
が生じるようになった。冷戦の中で教育方法の改善

に迫られた米国では，量的方法の限界が指摘され始

め，教育研究の分野では，1987年に質的方法が研究
方法として正式に認知されることになった14)。その

後，しばらく，realityの認識をめぐって，量学派と
質学派の間の激しい論争（いわゆる質量論争）が展

開されたが，1990年代までには，論争はほぼ終結
し，グランデッドセオリー法の定着など15)，質的研

究方法の進歩も相俟って，両者を統合的に用いるプ

ラグマティックな立場が優勢となって現在に至り，

21世紀に入ってからは，保健医療分野でもその認知
が広がりつつある16)。準実験的方法も，社会科学の

領域で細々と命脈を保ってきたが，保健医療分野に

おける社会科学的方法論の広がりと，新たな統計学

的手法の開発により，最近保健医療の分野でも，そ

の価値が見直されつつある。

一方，行動理論の開発は1950年代から始まった。
健康信念モデルを皮切りに様々な認知行動理論が発

表され，1980年代までには，行動科学が学問分野と
して確立していった。そして，自然の流れとして，

行動科学は，消費者行動の科学として発達していた

商業マーケティングの理論と融合し，1990年代には
ソーシャルマーケティングという健康行動の変容の

ための方法論が登場することになった9)。行動変容

という現代公衆衛生の核心的課題に対する方法論

は，公衆衛生の分野からではなく，社会科学の分野

から登場したのである。さらに最近になって，恐ら

く公衆衛生の概念を塗り替えると思われる社会科学

的概念が登場してきた。「ネットワーク」の概念で

ある。人間は社会において，統計学が前提とするよ

うな独立した存在としてではなく，ネットワークを

形成して存在している。1997年に，サンプリングに
ネットワーク理論を取り入れた RDS法が，社会学
者Heckathornによって発表された11)。スノーボー

ルサンプリングを工夫したこの方法によって，hid-
den populationから代表性のあるデータが得られる
ようになり，我々の研究を含め17)，世界中で短期間

に多くの研究が実施された。また，ネットワークと

情報伝達に関しては，古くは情報拡散理論 Di�u-
sion of Innovation Modelとして提唱されたが8)，最

近，肥満とネットワークの関係がフラミンガム研究

で証明され，大きな注目が集まっている18)。今日で

は，携帯電話やメール，ソーシャルネットワーク

サービスを通じて，ネットワークは極めて複雑かつ

膨大な規模に達しており，こうした情報伝達のあり

方が現代の健康意識の形成に大きな影響を与えてい

る可能性がある。近未来の健康行動への介入も評

価もネットワークを無視しては成立せず，「ネット

ワーク疫学」という領域がいずれ成熟してくること

だろう19)。我々も，IT技術を取り入れた新しい介
入評価法を開発しつつある。

このように，ソシオ・エピデミオロジーは，行動

変容に必要なあらゆる系譜の方法論を取り入れ，拡

張を続けるアプローチである。最近の欧米の公衆衛

生教育では，社会科学的方法が，教育内容として取

り入れられつつあるが20)，わが国の公衆衛生分野を
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含め，一般に，まだ医学的・量的パラダイムが支配

的である。

ソシオ・エピデミオロジーを用いた研究の実例

我々が実施している研究プロジェクトの 1つに，
WYSH (Well-being of Youth in Social Happiness）プ
ロジェクトというプロジェクトがある21)。ソシオ・

エピデミオロジーとの相互作用の中で発展してきた

このプロジェクトは，若者におけるHIV/STD/望
まない妊娠を予防するための行動変容を目的とした

研究プロジェクトで，1999年以来の30万件を超える
質問票調査と1000人近くの面接調査の蓄積と，絶え
ざる効果評価の上に構築されている。図はこのプ

ロジェクトの方法論的構造示したものである。エコ

ロジカルな行動理解に立って，介入対象を直接的な

対象者（オーディエンス若者）とそれを取り巻く

人々（セカンドオーディエンス保護者，教育関係

者など）とし，両者にミクストメソッドによる形成

調査を行い，それに基づく介入を設計する。介入に

は，独自に作成した種々の啓発媒体（カード，ポス

ター，パンフ，ビデオ，スライド，webサイト）が
用いられ，それらの設計には，行動理論，コミュニ

ケーション理論，消費者情報処理理論，教育理論，

マーケティングツール（プロンプト，アトモスフェ

リクスなど）が利用される。介入の効果は，準実験

的デザインで評価され，その結果は次の介入設計に

利用されるとともに，講演会や講習会を利用したセ

カンドオーディエンスへのアドボカシーに用いられ

る。図は，WYSHプロジェクトのプログラム構
成を示したものである。高校生までを対象とした学

校内でのプログラム（集団教育，保健室プログラ

ム），高校を卒業した大学生や社会人の若者を対象

とし，webサイト，ピアグループ，ITネットワーク
を利用した社会プログラム，保護者や教育関係者を

対象とした上述のアドボカシープログラムで構成さ

れている。プログラムはいわゆるポピュレーション

戦略とハイリスク戦略の観点からも構成されている。

WYSHプロジェクトは，わが国で蓄積されたエ
ビデンスに基づく予防プロジェクトであり，その点

他の予防教育と明確な一線を画している。2006年に
厚生労働省のガイドラインに採用され22)，2007年に
は文部科学省によって事業化され，わが国最大の若

者予防プロジェクトとして拡大している。

最後に

以上，ソシオ・エピデミオロジー（社会疫学）の
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方法論的アプローチの概要とHIV予防におけるそ
の実践例を紹介した。最近，行動変容によるHIV
の予防は，国際的に転換期にある。それは，4半世
紀にわたる予防戦略の中では，認知行動理論とラン

ダム化比較試（RCT）による実験的エビデンスが
重視されてきたが，行動の社会性を無視したそのよ

うな戦略では，社会レベルでの行動変容やHIV感
染の減少というアウトカムを達成できないことが明

らかになってきたからである23)。それを背景に，

「複合予防 combination prevention」という概念が提
唱されるようになった24)。複合予防とは，社会レベ

ルでの行動変容の実現には，方法論と社会資源の包

括的で系統的な動員が必要とする予防概念で，マル

チゴール（複数のアウトカム目標），マルチレベル

（個人，グループ，社会など多様なレベルからの介

入），多面的で社会構造的なアプローチをその柱と

している。具体的体系化はこれからの作業となる

が，ソシオ・エピデミオロジーに近い内容になると

思われる。また，近年，New Public Healthという
概念が提唱され，ここでも社会科学を取り入れた方

法論的拡張の必要性が指摘されるようになった25)。

我々は，エイズ問題を突き詰める中で，ソシオ・

エピデミオロジー（社会疫学）という方法論的アプ

ローチにたどり着いたが，こうした方法論的拡張は

エイズ問題だけではなく，行動変容を重要な課題と

する現代の公衆衛生全般に要請されている課題であ

るように思われる。
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